認定こども園認定申請書類一覧
認定こども園の名称　　　　　　　　　　　　認定こども園の種類　　　　　型　
　＊確認欄には、提出する書類には「○」を、提出しない書類には「－」を、それぞれ記入すること。
	番号
	提出書類（※）
	確認欄
	留意事項

	１
	認定こども園認定申請書（様式第１号）
	
	

	1-1
	デイリープログラム

（留意事項）

　教育及び保育に係る１日の流れを下記に留意して作成すること。
①　年齢別に作成すること

　②　「保育を必要とする子ども」、「保育を必要とする子ども以外の子ども」を分類して作成すること。

　③　幼稚園型で保育機能施設を併設する場合は、幼稚園と保育機能施設に分類して作成すること。
	
	当該資料は、様式第１号の「６教育及び保育の内容」を説明する資料であること。

	1-2
	教育及び保育に関する全体的な計画

（幼稚園における教育課程及び保育所における保育計画の双方の性格を併せ有する教育及び保育に関する全体的な計画）
	
	同上

	1-3
	年・学期・月・週及び日ごとの指導計画
	
	同上

	1-4
	食育計画

（園において作成した食育に関する計画）
	
	同上

	1-5
	給食だより

（園において作成し、保護者あて配布したもの）
	
	同上

	1-6
	給食の委託契約書の写し又は契約（予定）内容が確認できる書類

（給食を委託により実施する場合のみ添付すること。）
	
	同上

	1-7
	年間行事計画

（園において作成し、保護者あて配布したもの）
	
	同上

	1-8
	小学校における教育との連携状況に関する書類

（小学校における教育との連携に係る取組の内容を具体的に説明すること。）
	
	同上

	1-9
	職員の資質向上等に関する書類

（職員の資質向上等に係る取組の内容を具体的に説明すること。）
	
	当該資料は、様式第１号の「７職員の資質向上等の内容」を説明する資料であること。

	２
	職員の配置及び資格等に関する調書（様式第２号）
	
	

	2-1
	幼稚園教諭免許状の写し

（留意事項）

　様式第２号の「１　子どもの教育及び保育に直接従事する職員のうち常勤職員」及び「３　子どもの教育及び保育に直接従事する職員のうち常時勤務に服さない職員」に記入した職員の順番と同じ順番で書類を添付すること。

また、幼稚園教諭免許状の写しの余白に、当該職員に係る様式第２号の表番号及び当該表中の職員の番号を記入すること。（例：「１　子どもの教育及び保育に直接従事する職員のうち常勤職員」の「番号３」に記入されている職員の場合は、「１-３」と余白に記入する。）
	
	

	2-2
	保育士資格登録証の写し

（留意事項）

　様式第２号の「１　子どもの教育及び保育に直接従事する職員のうち常勤職員」及び「３　子どもの教育及び保育に直接従事する職員のうち常時勤務に服さない職員」に記入した職員の順番と同じ順番で書類を添付すること。

また、保育士資格登録証の写しの余白に、当該職員に係る様式第２号の表番号及び当該表中の職員の番号を記入すること。（例：「１　子どもの教育及び保育に直接従事する職員のうち常勤職員」の「番号３」に記入されている職員の場合は、「１-３」と余白に記入する。）
	
	

	３
	認定こども園の長の履歴書（様式第３号）
	
	

	3-1
	認定こども園の長として適切である理由書

（その者が教育及び保育並びに子育て支援を総合的に提供する機能を発揮するよう管理及び運営を行う能力を有する者であることを記載した書類）

（留意事項）

認定こども園の長となる者が次のいずれかに該当する場合に作成すること。（任意様式）

①　幼稚園教育免許状及び保育士資格を併有していない者

②　幼稚園、保育所又は保育機能施設における従事経験がない者
	
	

	４
	施設設備に関する調書（様式第４号）
	
	

	4-1
	園舎の位置図、配置図（建物等の位置関係が確認できるもの）及び次の事項を明記した園舎の平面図

 (ｱ)　園舎の全体面積（面積は、小数点以下第２位まで記載すること。）
(ｲ)　各設備の名称及び面積（面積は、小数点以下第２位まで記載すること。）

 (ｳ)　設備のうち、乳児室、ほふく室、保育室及び遊戯室については、(ｲ)に加え、その有効面積（面積は、小数点以下第２位まで記載すること。）。

(ｴ)　保育室には、(ｲ)及び(ｳ)に加え対象となる園児の年齢
	
	

	4-2
	屋外遊戯場の位置図及び平面図

（留意事項）

屋外遊戯場の面積を記入すること
	
	

	4-3
	屋外遊戯場を認定こども園の付近にある適当な場所をもって代える場合の要件を満たすことを証する書類

（留意事項）

屋外遊戯場を認定こども園の付近にある適当な場所をもって代えることができるのは、次の要件を満たす場合に限られることから、その場合においては、その要件を満たすことを証する書類を添付すること。
【要件】

①　保育所型認定こども園又は地方裁量型認定こども園の認定を受けようとする場合であること。

②　子どもが安全に利用することができる場所であること。

③　利用時間を日常的に確保することができる場所であること。

④　子どもに対する教育及び保育の適切な提供が可能な場所であること。

⑤　当該場所の面積が、当該認定こども園の満２歳以上の子どもの数に3.3㎡を乗じて得た面積以上であること。
	
	

	4-4
	園舎を別敷地に設置する要件を満たすことを証する書類

（留意事項）

園舎を別敷地に設置できるのは、次の要件を満たす場合に限られることから、その場合においては、その要件を満たすことを証する書類を添付すること。

【園舎を別敷地に設置に設置する要件】

　①　幼稚園型（保育機能施設を併設する場合）であること。

②　子どもに対する教育及び保育の適切な提供が可能であること。

③　子どもの建物等間の移動時の安全が確保されていること。
	
	

	4-5
	調理室を設けない場合の要件を満たすことを証する書類①

（留意事項）

子どもに対する食事の提供について、幼稚園型認定こども園において、認定こども園内で調理する方法により行う子どもの数が20人に満たないことを理由に調理室を設けない場合においては、当該食事の提供について当該方法により行うために必要な調理設備を備えていることを証する書類を添付すること。
	
	

	4-6
	調理室を設けない場合の要件を満たすことを証する書類②
（留意事項）

満３歳以上の子どもに対する食事の提供について、認定こども園外で調理し搬入する方法により行うことを理由に調理室を設けない場合においては、次の（ｱ）～(ｶ)の事項を証する書類を添付すること。
	
	

	
	(ｱ)  当該認定こども園においては、当該食事の提供について当該方法によることとしてもなお当該認定こども園において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えていること。
	
	

	
	(ｲ)　園児に対する食事の提供の責任が当該認定こども園にあり、その管理者が、衛生面、栄養面等業務上必要な注意を果たし得るような体制及び調理業務の受託者との契約内容が確保されていること。
	
	

	
	(ｳ)  当該認定こども園又は他の施設、保健所、市町村等の栄養士により、献立等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にある等、栄養士による必要な配慮が行われること。
	
	

	
	(ｴ)　調理業務の受託者を、当該認定こども園における給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有する者とすること。
	
	

	
	(ｵ)　子どもの年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、幼児の食事の内容、回数及び時機に適切に応じることができること。
	
	

	
	(ｶ)　食を通じた子どもの健全育成を図る観点から、園児の発育及び発達の過程に応じて食に関し配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき食事を提供するよう努めること。
	
	

	4-7
	園舎の外観、園舎の各設備及び屋外遊戯場の現況写真
	
	「施設設備に関する調書」に記入した園舎及び屋外遊戯場について、園舎の外観、園舎の各設備及び屋外遊戯場の現況写真を提出すること。

なお、提出する写真について、それぞれ何の写真なのかを確認できるように書類を調製すること。

【「園舎の各設備」の対象となる設備】 

次の(ａ)から(ｆ)までに掲げる設備とすること。

当該設備を複数設置している場合は、その全ての設備とすること。 

(ｆ)の設備については、子育て支援室など(ａ)から(ｅ)までに掲げる設備以外の主要な設備とすること。 

(ａ)　乳児室

(ｂ)  ほふく室 

(ｃ)　保育室 

(ｄ)　遊戯室 

(ｅ)　調理室 

(ｆ)  その他主要な設備

	５
	管理運営等に関する調書（様式第５号）
	
	

	5-1
	保険契約書写し
	
	

	5-2
	自己評価一覧表
	
	

	5-3
	第三者評価一覧表

＊実施している場合添付のこと
	
	

	5-4
	園児募集要項
	
	

	5-5
	園のホームページを印刷したもの
	
	

	5-6
	認定こども園である旨を掲示する場所及びその掲示方法を説明した書類、図面

（留意事項）

認定こども園は、その建物又は敷地の公衆の見やすい場所に当該施設が認定こども園である旨を掲示しなければならないこととされていることから、その掲示場所及び掲示方法を説明する書類、図面等を添付すること。
	
	

	６
	資格特例申請書（様式第６号）

（資格特例の申請が必要である場合に添付すること。）
	
	

	７
	申請者及びその役員等に関する調書（様式第11号）
	
	設置者が市町村の場合は提出不要。

	7-1
	設置者の登記事項証明書

（設置者が法人の場合に添付すること。）
	
	設置者が市町村の場合は提出不要。

	7-2
	設置者の役員に係る住民票の写し（本籍の記載のあるもの）

（設置者が法人の場合に添付すること。）
	
	設置者が市町村の場合は提出不要。

	7-3
	設置者の役員に係る就任承諾書等、当該者が役員であることを証する書類
	
	設置者が市町村の場合は提出不要。

	7-4
	設置者の住民票の写し（本籍の記載のあるもの）

（設置者が法人でない者の場合に添付すること。）
	
	設置者が市町村の場合は提出不要。

	7-5
	設置者が条例で定める要件に適合する設備又はこれに要する資金及び当該申請に係る施設の経営に必要な財産を有することを証する書類

（設置者が学校法人又は社会福祉法人でない者の場合に添付すること。）
	
	設置者が市町村の場合は提出不要。

	7-6
	設置者（その者が法人である場合にあっては、経営担当役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）とする。）が当該施設を経営するために必要な知識又は経験を有することを証する書類

（設置者が学校法人又は社会福祉法人でない者の場合に添付すること。）
	
	設置者が市町村の場合は提出不要。

	7-7
	設置者（その者が法人である場合にあっては、経営担当役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）とする。）が社会的信望を有することを証する書類

（設置者が学校法人又は社会福祉法人でない者の場合に添付すること。）
	
	設置者が市町村の場合は提出不要。

	８
	申請者に係る誓約書及び同意書（様式第11号-2）
	
	設置者が市町村の場合は提出不要。
事前相談時には提出不要。

	９
	申請者の役員等又はその管理者に係る誓約書及び同意書（様式第11号-3）
	
	設置者が市町村の場合は提出不要。
事前相談時には提出不要。

	10
	教育保育概要等に関する調書（様式第12号）
	
	本様式は、各認定こども園の教育保育概要として県のホームページで公表するものであることから、紙での提出のほか、電子ファイルを電子メールで担当者あて提出すること。

	11
	認定こども園の認定に係る認定要件等への対応状況一覧
	
	


（※）提出書類のうち様式番号の記載があるものは、「認定こども園の認定及び運営等に関する要領」に当該様式を定めていること。
別紙１
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